
移住支援金の対象として選定される事業者及び求人 
 

１ 移住支援金の対象として選定される事業者及び求人の要件 

移住者が移住支援金の支給対象となるためには、以下の（１）に示す要件を満たす事業者による、

（２）に示す要件を満たす求人に応募し、就業する必要がある。 

 

（１） 事業者に関する要件 

  以下のすべての要件を満たす法人であることが求められる。 

 ①官公庁等（第三セクターのうち、出資金が 10 億円未満の法人又は地方公共団体から補助を受け

ている法人を除く。）でないこと。 

 ②資本金 10億円以上の営利を目的とする私企業（資本金概ね 50 億円未満の法人であって、地域経

済構造の特殊性等から資本金要件のみの判断では合理性を欠くなど、個別に判断することが必

要な場合であって、当該企業の所在する市町村長の推薦に基づき知事が必要と認める法人を除

く。）ではないこと。 

 ③みなし大企業（注１）でないこと。 

 ④本店所在地が東京圏のうち条件不利地域（注２）以外の地域にある法人（勤務地限定型社員（東京

圏以外の地域又は東京圏内の条件不利地域を勤務地とする場合に限る。）を採用する法人を除く。）

ではないこと。 

 ⑤雇用保険の適用事業主であること。 

 ⑥風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗営業者でないこと。 

 ⑦暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人でないこと。 

 ⑧ビジネス経験や技能、専門性を有する人材を求める法人であること。 

 ⑨鳥取県内に事業所を有する法人であること。 

 

（２） 求人に関する要件 

  以下の要件を満たす求人であることが求められる。 

 ①週 20時間以上の無期雇用の求人であること。 

 ②就業先の所在地が鳥取県内であること。 

 ③ビジネス経験や技能、専門性を有する人材を求める求人であること。 

 

２ 求人紹介サイトの掲載対象として選定される事業者及び求人の要件 

 求人紹介サイトに掲載する事業者及び求人の要件は、次の（１）及び（２）のとおりである。 

（１）事業者に関する要件 

  上記１（１）⑤～⑨のすべての要件を満たす法人であることが求められる。 

 

（２）求人に関する要件 

  上記１（２）③の要件を満たす求人であること。 

 

 

注１以下のいずれかに該当する法人をいう。 

・発行済株式の総数又は出資価格の総額２分の１以上を同一の資本金 10 億円以上の法人が所有

している資本金 10億円未満の法人 

・発行済株式の総数又は出資価格の総額３分の２以上を資本金 10 億円以上の法人が所有してい

る資本金 10 億円未満の法人 

・資本金 10 億円以上の法人の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占め

ている資本金 10 億円未満の法人 

注２次の①～⑤のいずれかの対象地域・指定地域を有する市町村のうち、政令市を除いた市町村を

「条件不利地域」とする。 

  ①過疎地域自立促進特別措置法（一部過疎を含む）、②山村振興法、③離島振興法、 

  ④半島振興法、⑤小笠原諸島振興開発特別措置法 

 

 

※下線が鳥取県独自項目 

別紙２ 


